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国会の東京電力福島原子力発電所事故調査委員会の黒川清委員長が会見し、前日に国会提出し

た最終報告書の意義を強調した。 
とにもかくにも、膨大な調査に基づいた報告書だった。菅直人前首相ら当時の重要証人 38 人か

らの直接公開聞き取り。1,000 人超の非公開聴取。東電や原子力安全・保安院などへの 2,000 件

超の資料請求。関係市町村のタウンミーティング。2 万数千世帯に対する住民アンケート（1 万

633 人が回答）、そのうちの 8,000 人超が自由回答にコメント記入。3.11 に現場にいた作業員ら

2,400 人超のアンケート。 
会見では、このデータから調査委が引き出した事故原因、背景について的確な説明があった。

事故を「人災」と断定し、その背景に本来規制すべき当局が規制を受けるべき事業者の「虜」に

なる、という逆転現象があったことを明らかにした。 
すべての質問に的確な答えが返ってきたわけではない。ただ、黒川氏が繰り返し語るように、

憲政史上初の本格的な国会の事故調査委を作り、行政監視を強化する、との結果を出した、とい

うことがデモクラシーのプロセスとして極めて重要だった、とはいえるだろう。提言がどう生か

されるのか、これもまたプロセスの一環として追っていきたい。 
国会事故調事務局の宇田左近・調査統括も同席した。 
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司会：倉重篤郎・企画委員（毎日新聞論説委員
長） きょうは、国会事故調の黒川清委員長に来
ていただきました。国会事故調では、昨日、衆参
両院議長に報告書を出しました。夜 7 時からの記
者会見では、質問が多く出て、2 時間の予定だっ
たものが 3時間近くになり、関心の深さを物語り
ました。 

きょうは、あらためて当記者クラブの求めに応じ
て来ていただき、きのう出した報告書の概要と意
義を黒川委員長からお話しいただき、そのダイジ
ェスト版の具体的な中身を、今回の調査統括責任
者である宇田左近さんからご説明いただきます。 

 

黒川清・国会事故調委員長 このような会に呼ん
でいただきましてありがとうございました。けさ
の新聞、それからきのうの夜もそうですが、日本
の憲政史上初めての国会からコミッションされた
独立の調査委員会ということでありまして、約 6
カ月という短時間で、非常に大仕事でした。やっ
たことがないことで、スタッフともども苦労しま
した。 

スタッフについては宇田さんに調査統括という
ことで電話でお願いしたところ、快く引き受けて
いただき、きょうは皆さんとも調査結果を共有す
る場所を与えられて、うれしく思っています。 

1 年ぐらい前だったと思います。去年の 3.11 の
後の 5 月、ここに呼ばれてきたときに、こういう
世界的な大事故は、世界の原子力の動向をみても
そうですけれども、科学技術先進国である日本で
こんな大事故が起こったということに世界は恐怖
を感じ、結果的に各国のエネルギー政策に大きな
影響を与えました。日本で何が起こったのか、世
界が注目しているという話をさせてもらいました。 

米チャレンジャー号の事故や 9.11 の時もそうで
したが、アメリカは年間に120～130本の国会から
の独立した調査を行っています。今回、福島の事
故についても、2 年間の独立調査委員会を立ち上
げています。 

欧米で常に行われていることが日本ではできて
いない。国会がやはり独立したインターナショナ
ルなコミッションをつくるべきだ、という話をそ
の際いわせていただいたわけです。中には、そう
いうことに理解を示す国会議員さんも何人かおら
れて、これが法制化されて 1年の時限立法という
ことで、この委員会が設置されました。私が頼ま
れるとは思っていませんでしたけれども、もし頼
まれたら断るのはまずいなあ、という話で受けさ
せていただきました。 

同時通訳入れて世界に発信 

この6カ月、憲政史上初めてということで、もう
実にいろんな制約がありました。1 つの調査報告
書にまとめることができたのは、10人の委員がそ
れぞれ連れてきた自分の仕事を手伝う調査員など、
本当に宇田さんを中心にした多くの人たちの協力

があったからできたことなので、そのお話をさせ
ていただきたいと思っています。 

今回の事態で日本という国の信頼は失墜しまし
たが、これを止める第一歩として、独立した調査
委員会を極めてオープンな形で20回やりました。 

当時の菅直人首相、枝野幸男官房長官、海江田万
里経産大臣、松永和夫経産事務次官や原子力安
全・保安院の長だけでなく、東電の勝俣恒久会長、
清水正孝社長ら要人も聴取はオンラインでオープ
ンにして流しました。1 回目の委員会以外は全部
英語の同時通訳を入れました。世界中で見られて
いますよ、とおことわりしたうえでいろいろ質問
しております。 

そのほかに、1,000人以上の方に、大体900時間
ぐらいのヒアリングをしました。いろいろな資料、
ビデオ、議事録などもみさせていただいて、でき
るだけファクトをもとにした報告書にしてあると
いうことであります。 

この6カ月の間、国会議員、あるいは政府の関係
者からは調査については一切の関与はありません
でした。もちろん事務的なコンタクトはいろいろ
ありますが、接触報告をしなければならないこと
になっていたので調査への干渉はないようになっ
ていました。国会議員の方々にも非常に感謝して
います。これをどういう形で国会に届けるかとい
うことも、委員の人たちと十分相談しまして、「7
つの提言」というものにまとめて、きのう、国会
の両院議長に提出しております。 

この「7つの提言」を実現するというのが国会議
員の責任であるし、そのためには、国民の支援を
受けて、この「7 つの提言」で出したシステムを
組み込むことが世界に対する国家の信用回復の第
一歩になる。きのうも、こうした立法府が行政府
のチェックをするというプロセスが極めて大事だ、
ということを、国会議員の方々にも、両院議長に
も申しあげました。 

これらの提言の実現を可能にするために、皆様の
ようなメディアの方々などが、国民に、こういう
プロセスが極めて大事だ、民主制度の立法府の機
能強化という意味では極めて大事だということを
伝えていただきたい。国民の選んだ国会議員の役
割は、立法府として政府の機能をちゃんとチェッ
クすることだよと。特に原子力発電所の事故のよ
うな、世界にとって極めて重要な問題については、
国民のため、世界のため、日本の将来のためにも
できるだけ公開の場で、議論し、実現してほしい
というのが、私たちの気持ちとして、この報告書
をまとめさせていただきました。 

 

宇田左近・国会事故調事務局調査統括 今回の
調査委員会で、調査側のまとめをしています。12
月に黒川先生からいきなり電話がかかってきて、
何だかわからないままに、憲政史上初めての経験
だということで引き受けました。 

もともと、マッキンゼーというところに 10何年
おりました。その後に郵政の民営化にかかわり、
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日本郵政で役員を 3 年ほどやったことがございま
す。 

その後、銀行のＣＯＯをしたりしておりました。
きのう、報告書の公表後に行った記者向けのブリ
ーフィングの中で、ある記者から「おまえは何者
か」といわれましたので、きょうは最初に申しあ
げておきます。 

きょう、これからお話しすることは、皆さんのお
手元にある報告書の要約版の中に全部入っていま
す。 

最初に、今回の委員会でございますけれども、委
員会法第一条というところに、「もって国会による
原子力に関する立法及び行政の監視に関する機能
の充実強化に資する」、こういう文言があります。
「国会による原子力に関する立法（機能の充実強
化）」に続いて「行政の監視に関する機能の充実強
化」とある。 

このことは一体どういう意味なのかということ
は、この 6カ月間、ずうっと委員と一緒に問い続
けてきました。我々が提案するのは国会に対して
であり、国会に対して何をいえばこれが満たされ
るのか、ということは、常に議論の原点だったと、
考えております。 

委員が各自執筆、調査 

体制を簡単に申し上げますと、この委員会という
のは、10人の委員、黒川委員長以下9人の委員で
成り立ってございます。 

特徴でございますけれども、政府の委員会などは、
いわゆる事務局というところに官僚がいて、上に
学者の先生たちが並んで、官僚のつくってきた報
告書に対してああだこうだという。しかしながら
最終的には官僚のいったとおりの報告書になる、
というような委員会が多いわけでございます。あ
るいは事務局と委員の議論が切り離されていて、
委員が議論したこととは別に報告書がつくられて
いくということが往々にしてあるわけですけれど
も、今回は、委員の方々がそれぞれ自分たちで執
筆をしています。自分たちの、得意の分野がござ
いますので、自分の協力調査員というのを連れて
きて、分析し、その結果を報告書としていく、こ
れを5カ月、6カ月続けてきたわけです。 

そうなってきますと、今度は縦割りになる可能性
がある。つまり、どういうことかというと、石橋
克彦委員は地震学者です。田中三彦委員は元原子
炉のエンジニアで科学ジャーナリストですので、
原子炉に関して詳しい。崎山比早子委員は放射線
医学系の方ですし、櫻井正史委員は元検事長。田
中耕一委員は分析化学者、蜂須賀 子委員は大熊
町商工会会長、横山禎徳委員は元経営コンサルタ
ントで社会システム・デザイナー、野村修也委員
は弁護士、大島賢三委員は元の国連大使です。 

それぞれの方々が、得意分野があり、調査をし執
筆をしています。ただ、黒川委員長が最初に委員
の方におっしゃったことですけれども、この事故

調査報告書は、それぞれがそれぞれの名前で書く
ような報告書ではなくて、1 つのメッセージを委
員会としてまとめて提示をする、ということです。
それぞれの方が執筆するのですが、最終的にはそ
れぞれの共同責任で、すべての委員が、この報告
書に示されたメッセージに対して責任を持つ、こ
ういう形にしております。 

例えば、ケメニーレポートというスリーマイルア
イランド事故の後のレポートとか、9.11後に出さ
れたレポートなど、コミッショナーがいて、それ
ぞれいろいろな専門分野の方々が議論をされて、
その中から 1 つの骨太のメッセージを出していく、
こういうプロセスで作成されるわけでして、今回
の報告書でも、事務局はそれをお手伝いする、こ
ういう立場で参加しました。 

それぞれの委員の方々が執筆するという意味で
完全に委員主導の委員会です。 

当委員会の役割は、直接・間接の事故原因を究明
するための調査や被害の直接・間接の原因を究明
するため調査を行い、「もって国会による原子力に
関する立法及び行政の監視に関する機能の充実強
化に資する」というものでした。 

最初に、国会の先生方から、この委員会への期待
ということで 6つのこと（委員会設置の基本的考
え方①～⑥）をいわれてございます。①「脱原発
か、原発推進かという結論ありきではなく、専門
家による冷静、客観的かつ科学的に独立した検証
をすること」。つまり、エネルギー政策そのものが
最初にあるのではなくて、事故の原因から検証を
しっかり進めていってほしいということです。 

千人の非公開聴取、２千件の資料請求 

それから、②「徹底的な情報公開を原則としつつ、
事故原因の究明と真相究明という目的を害するこ
とのないよう、公開の是非について適切に判断す
ること」。全部のプロセスを公開するべきだとか、
すべての内容を公開すべきだという議論もござい
ますが、一方で、そうなると、真相究明というと
ころと遠くなっていく面もございます。ここは非
常にバランスが重要であると考えました。したが
って、委員会では38人の参考人のヒアリングを公
開で行いましたけれども、残りの 1,000 人超の
方々は、非公開でヒアリングをしています。 

この 30数人の方々は、当時責任あるポジション
にいた方であり、我々との討議の中でどういう答
え方をするのかダイレクトに国民にみてもらう。
この方々がどういう方なのか、それを直接判断し
てもらう必要性があると考えた方々です。しかし
ながら、その方のいっていることが本当なのか、
その背景の事実はどうなのか等、関係者に確認す
ることが膨大にございますので、そのヒアリング
は、非公開で行いました。例えば政治家について
は当時の補佐官は非公開でヒアリングをしていま
す。 

③「世界全体として原発事故再発防止のため、世
界的視野に立つことを重視すること」、④「原子炉
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の構造上の安全ではなく人間の安全保障を重視し
た調査を行うこと」、⑤「地震大国、津波大国にお
ける原発という視点からの調査を行うこと」、それ
から最後ですけれども、これもまたさっきの「も
って」というところに近づくわけですが、⑥「三
権分立における国会の役割を再認識する契機とな
ることに鑑み、提言型かつ、未来志向の調査を行
うこと」。このような 6 つの点が期待されたわけ
です。 

調査として何をやったかは、要約版の中にも書い
ております。19回委員会をやりまして、きのうが
最終回で 20 回目をやりました。38 人を参考人と
して招致しました。それから、資料請求をしてお
りまして、これは東京電力であり、原子力安全・
保安院であり、その他いろんなところに対して
2,000 件以上の――件数で 2,000 件なので、資料
数としては多分、膨大な量でございますが――資
料請求をしています。 

発電所関係の視察、それから被災地については双
葉郡の 12 市町村に委員が少なくとも 1 人から 2
人は必ず行きました。それから被災地などでの 3
回のタウンミーティング、これは出席可能な委員
全員の参加でございますが、住民の方 400 人以上
が参加しました。 

また、被災された住民の中の2万数千世帯に対し
てアンケートを行い、1 万 633 人の回答を得てお
ります。特にこの中で 8,000 人以上の方からは、
自由回答欄というところにびっしりと文言をいた
だきました。さらに 431 人の方からは、封筒の裏
とか、それから紙を追加していろいろな思いを伝
えていただきました。 

そういう思いをできるだけ国会に伝えるという
ことも我々の役割ではないかと考えて、今回の報
告書の別冊にまとめております。 

そのほか 3.11 当時に、発電所にいた東電の従業
員、それから、協力会社の人たち 2,000 人以上に
アンケートをしております。 

被災地のタウンミーティングですけれども、これ
は最初、双葉町の住民の方々が避難しているとこ
ろで行ったわけですが、そこではっきり覚えてい
るのは、最初に、我々が行くと、「何しに来たか」
というような雰囲気だったということです。政府
の事故調だと思ったらしくて、事務局の私も、「霞
が関か」とかいわれたのでございますが、「いや、
これは民間人を中心にした国会の事故調です」と
いうことをお話している間に、その位置づけとか、
そういうことを十分ご理解いただいて、最終的に
非常に建設的な意見をいただきました。 

保安院長の沈黙が意味するもの 

委員会に招致した主な参考人は、官邸からは当時
の菅総理、枝野官房長官、海江田経済産業相の 3
人でございます。ほかには経産省の松永前次官、
それから原子力安全委員会の班目春樹委員長、原
子力安全・保安院については広瀬研吉元院長、事
故当時の寺坂信昭前院長それから深野弘行現院長、

東京電力の当時の責任者などからヒアリングしま
した。 

深野院長のインタビューのとき、印象に残ったこ
とですけれども、実は 3 月に技術的知見というの
をまとめられました。原発の安全に対して非常に
重要である30項目を原子力安全・保安院がまとめ
られました。しかしながら、その後の政府の安全
基準を策定する過程では、その中の15項目だけが
取り上げられて、そのほかの15項目につきまして
は、事業者に任せるというような形におさまった。
その場に深野さんはいらっしゃったわけです。な
ぜそのときにこの 30 項目が本当は原子力の安全
にとって大事なんだということをいわなかったの
かということについて委員から質問が出たのです
が深野院長は、明確に答えなかった。 

「規制の虜（とりこ）」と申し上げましたけれど
も、その原因の 1つとしてあげられている、経産
省の一種の下部機関的な原子力安全・保安院の限
界を、垣間見ることになったわけです。まさにそ
ういう状況であるということを、委員が申しあげ
るのではなくて、世の中の人が直接みる、こうい
うことが意味のあることだったのではないかと思
っております。 

調査の内容につきましてですが、これは報告書の
中にすべて書いてございます。調査の結論として
10 項目挙げてございます。この 10 項目について
は、委員全員で結論として共有認識としたもので
す。それから、7つの提言についても、1つ 1つ、
何度も何度も委員の間で議論して、確認をしてい
った。このプロセスというのはほぼ 2 カ月から 3
カ月かかった。最初のドラフトができたのが 3月
の半ばぐらい。6月の多分20日ぐらいまでだった
と思いますけれども、まあ 7～8 回ぐらいですか、
ドラフトが更新され、それに至る過程、それから
それをつくる中で、委員から意見が出て、事務局
もそれをまとめ、一緒に議論をしていった、こう
いうことで10項目と7つの提言という形でまとま
ったということでございます。 

これは報告書をみていただければわかりますが、
まずは、認識の共有化ということをしました。委
員全体の、共通認識としては事故が継続している
ということです。まだ終わっていない。原発の建
物もそうだし、施設も非常に脆弱なまま放置され
ているわけでございまして、これに対しての手当
て、それから被害を受けた住民への対応というも
のは、いますぐにでも対応を続けていかなければ
いけないものである、こういう共通した認識です。 

この事故報告が提出されることで、事故が過去の
ものとされてしまうということに関して、委員全
員が非常に危惧を持っているということです。 

したがって、今回の提言の7に、このような臨時
の調査委員会を、第三者委員会として、継続して
いくべきだという提言もしております。テーマと
しては、今回未解明だったこと、それからバック
エンドのような国民的な関心も高く、影響も大き
い話、それから収束のプロセスの監視、検証。最
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初の未解明なところというのは、実際に炉をあけ
てみないとわからないことがございますので、そ
れに至るまでの間、ずっと目を光らせるところが
必要だということ、このような共有認識を委員全
体で持ちました。 

事前対策のチャンスあった 

本報告書では事故の根源的な原因ということと、
直接的な原因というのを分けております。今回、
事故原因を人災としていることがきのうから新聞
などで書かれていますが、我々の考えている人災
の意味は、この事故の根源的原因から来ているも
のでございます。 

歴代の規制当局と東電との間で、津波対策、それ
から耐震対策、それから炉心の損傷に至るような
苛酷な事故が起きた場合の対処方法など、過去に
何度も何度も見直しをする機会というのがござい
ました。その事実関係はすべて報告書本編の中に
書いてあります。 

例えば耐震工事ですと、東京電力は、耐震工事が
必要であるという認識を持っておりました。予算
もつけてございました。しかしながら、1 号機か
ら 3号機は 1つも手がついていないという状態で
した。 

このような耐震工事の必要性は、指摘もされ、わ
かってもいた。原子力安全・保安院も、これが遅
れているということもわかってもいた。にもかか
わらずそれが進んでいなかった事実が判明しまし
た。津波についても、2006年に溢水の勉強会の中
で、原子力安全・保安院、それから東電の間で、
津波で水没した場合に全電源喪失になる可能性が
あるという議論がなされております。しかしなが
ら、それに対する対応は何もとられなかった。 

シビアアクシデントについても、規制を受ける側
から、このような形で自主対応にしてほしいとい
うような申し送りがされて、しかもそのとおりに
なっている。結局のところ、自然災害に対しての
シビアアクシデントへの対応はとらなくてもよい、
ということになりました。 

原子力安全委員会が、長時間のＳＢＯ（ステーシ
ョンブラックアウト＝全交流電源喪失）というの
は、起こらないのだから、それは考えなくてもよ
いとし、しかもその理由について事業会社に作文
を依頼していたことも判明しました。こういうや
りとりの中で、当然、津波あるいは地震、それか
らシビアアクシデント対策について、なすべき対
策を行う機会があった。適切な判断をして実行し
ていれば対応ができたにもかかわらずしてこなか
った。結局3.11の福島第一原子力発電所はそうい
うものに耐えられる状況ではなかった。 

事前に対策を立てるチャンスがあったことを鑑
みれば、今回の事故は自然災害ではなくて、明ら
かに人災ではないか、こういうことで人災という
いい方をしてございます。 

これらの理由として我々が申しあげたのは規制

をする側と規制される側の関係が逆転してしまっ
ていたことです。特に原子力業界は、ご案内のよ
うに、情報が事業者側に寄る。それから、規制す
る立場の原子力安全・保安院は、推進側の経産省
の下でもあり事業推進側の事業者に対して強いこ
とはいえない。規制をするに当たっては、原子炉
の既存の炉が止まらないように、それから過去の
訴訟に影響がないようにという、非常に強い事業
者側の希望を受け入れる形で本来規制すべきもの
が自主規制になっていく、こういうプロセスが克
明にわかったわけです。 

それをもってして、いわゆる規制する側とされる
側というのは逆転関係になっているという見方を
するべきではないだろうかと申しあげました。シ
カゴ大学のスティグラー教授が「規制の虜
（Regulatory Capture）」という規制される側が
規制する側を虜にしていくという理論を、述べら
れているわけですけれども、ほぼそれに近いよう
な状況が起きていたわけです。 

これは過去、もう10年、20年にわたって起きて
いたわけですが、特にこの10年ぐらい、世界の原
子力事業でもテロ対策なども含めていろんな安全
対策が考えられてきたにもかかわらず、日本では
事業者側は既存の炉を動かしたいということで、
規制する側も新しい知見を導入することがなかっ
た、これが根源的な原因ではないかと結論づけた
わけです。 

本当に津波が原因なのか 

直接的な原因ですが、これは、東電は、想定外の
津波であるというようないい方をしております。
政府の中間報告も、基本的には地震で損壊したと
いうことはいえないのではないか、という論調に
なっております。 

我々は、そんなに早く実証もできないのに津波と
断定していいのかという基本的な問題意識を持ち
ました。地震か津波かどっちか白黒つけろという
のは非常に難しいことでして、実は、安全上重要
な機器というのは、ほとんど原子炉建屋あるいは
格納容器の中ですので、これはまだよくわからな
い。かなり時間がたたないとわからないという中
で、東京電力の場合には、5 号機を目視して、ほ
ぼそういうような地震での損壊はないだろうと。
それからパラメーターをいろいろみて、そのよう
な漏れというのはないのではないかと言っている
わけですけれども、本当にそういえるのかという
ことを我々は申し上げています。 

地震でやられた可能性も否定できないというこ
とに関しては、いま、我々はそこまでしかいえま
せん。それ以上のことは、今後の検証ということ
で引き続き、先ほどもいった未解明の事項の検証
ということで続けていっていただきたいと考えて
いるところです。 

謙虚に、地震についても、耐震工事もしなくて、
どうなったかもわからない中で、津波と断定する
こと自体が危ないのではないか。だから、そこは
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我々としては、今後とも東電はよくみるべきであ
るし、政府もちゃんと検証していくべきだ、こう
いうスタンスでございます。何か我々が地震であ
ることの証拠をみつけて、津波対地震の論争にピ
リオドを打ったみたいなこととは違いますので、
そこのところは誤解がないようにと思っておりま
す。詳しくは報告書に書いております。 

現場は精一杯やった 

運転上の問題ということにおきましては、人災と
いいますと現場の作業員が間違えたととられる方
もございます。今回の我々の評価におきましては、
現場の作業 1つ 1つがどういう状況の中で行われ
たのかということを、詳しく検証しております。 

当時の官邸からも、あるいは東電の本店からみて
も、なぜベントはできないのか、なぜこんなに時
間がかかるのかとか、海水注入に何でこんなに時
間がかかるのかというような見方がされましたけ
れども、実際に現場の作業場では、ライトが暗く、
マニュアルがなく、あるいは訓練もされてない状
態だった。作業員は一回も「非常用復水器」（ＩＣ）
というのはさわったこともないし、それから図面
も整備されてない。一方で線量がどんどん高くな
ってくる。こういう状況の中で作業をしているわ
けです。しかも、通信手段もない。1 号機が爆発
した後は、次、どれが爆発するかわからない。3
号機の爆発で 2号機の注水ラインというのもすべ
て使えなくなったとか、いろんなことがあるわけ
です。 

そういうことを1つ 1つ、どこでどういうことが
起きたのかを確認をしながら、検証しました。そ
の結果これはそもそもそういうことに対して準備
をしなかった東京電力の組織的な問題である、と
結論づけております。そういう脆弱性がわかって
いたはずだと。そして、脆弱性がわかっていたん
だとすると、そういう対策というのは、本店の責
任でもあり、幹部の責任でもあるということで、
これは、組織的な問題である、という形で結論づ
けております。 

それから実際に事故が起きたときに、官邸の危機
管理体制の問題というのはどうだったのかという
こと。これは、官邸 5階というところができて、
そこの機能がどうだったのか。原子力安全・保安
院というのが原子力災害対策本部の事務局になっ
て、そこが機能しなかったということもあります。
そういうところが緊急時に備えがなかったという
ことで、直接的に現場に干渉するというようなこ
ともありました。 

ただ、もう1ついいますと、東電もそれによって
責任回避というか、責任を逃れるというような動
きにもなるわけでございまして、こういう中で双
方の責任が非常にあいまいになっていった。 

今回の我々の提言の中でも、緊急時の政府と事業
者の責任体制というのははっきりさせるべきでは
ないか、ということを申しあげております。 

避難指示も役所の準備不足 

被害の拡大の要因ということで、避難指示につい
てですが、初動として、緊急事態宣言が 2時間遅
れたということはございますが、一番の問題は、
住民側に事故の情報がほとんど伝わっていないと
いうことです。 

1万人のアンケート結果をみましたけれども、着
の身着のままで避難をしなければならなかった人
たち、それから、あるいは10日間以上屋内避難を
させられた、あるいは避難をしてみたら、そこの
線量が高くなった。それから、6 回以上も避難を
繰り返したというような人たちがたくさんいると
いうことが事実として判明した。 

情報を出した側と、受けた側というのを比べてみ
ると、出し手がよかったと考えていたことでも果
たしてそれがよかったのか、実際はかなりいろん
なことで問題だったということがわかってきた。 

その辺の問題点につきましても、避難の仕方、そ
れから事前の避難ゾーンというもののつくり方、
やっぱりこういうところの事前の問題というのが
非常に大きいと考えております。 

住民の被害状況でございますが、これは、いまだ
に事故は終わっていないという報告書の最初に申
し上げた認識もここから来るわけでございまして、
いまだに事故が続いているということです。生活
基盤が失われている。政府の側の発表する情報も、
1 ミリシーベルトとか、何ミリシーベルトという
ことが、一体それは個人にどういう意味があるの
か、これがなかなかわからない。したがって、こ
ういうところに抜本的に、しかも早急に手を打つ
べきではないかと、このようなことも共通認識と
して持ったわけです。 

それではどうすれば解決するのかと考えたとき
に、1 人の人間を代えるとか、だれかの責任に帰
すというようなことで果たして解決するのかとい
うと、多分違う。そもそも「規制の虜」であると
か、逆転関係が生じた理由に戻って解決をしなけ
ればいけない。特に、それは組織とか制度の問題
であり、事業者、規制当局、それから全体の法規
制の問題が大きいのではないかということで、問
題解決の視点として整理をしました。 

この問題解決の視点をもとに、「7つの提言」を
行ったわけです。 

1つは、規制当局に対する国会の監視です。新し
い規制組織がいまの段階ですぐ高い独立性を確立
できるのかということを考えてみますと、これは
国民が監視をしていかない限りは、形だけをつく
ってもなかなか難しい。過去数10年にわたってで
きてきた規制の虜ですね、こういうものは急には
変わらないという強い認識を持っております。そ
こで、提言 1 として「規制当局に対する国会の監
視」、すなわち、常設の特別委員会などで監視を
していくことを提言しています。 

提言2は、「政府の危機管理体制の見直し」です。
実際にいざというときに執行力のある人たちが必
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要であり、こういう場合に、事業者とそれから政
府との間での最終的な責任を、どこが何を持つの
か、これもはっきりさせておくべきだろうという
ことで、提言をしています。 

提言3は「被災住民に対する政府の対応」。これ
は生活基盤回復のために一刻も早い対応が必要と
いうこと。それから、住民の側に選択肢があるよ
うに、という提言をしています。 

メディアも継続した監視を 

提言4は、「電気事業者の監視」。アメリカで原
子力発電運転研究所(Institute of Nuclear Power 
Operations; INPO)という民間の機関がございま
して、安全を高めていくというような、相互監視、
安全向上に対するインセンティブがある機関だと
思っております。このような組織がつくれないか。 

それからもう1つは、今回は東京電力の経営側の
問題がクローズアップされました。経営側が果た
して本当にリスクマネジメントをやっているのか、
チェックできるように立入調査権を持った組織を
つくるように国会が主導する。必ずしも国会につ
くるということではないのですけれども、国会が
主導してそういうことも考えてほしいという提言
をしております。 

提言 5の「新しい規制組織の要件」については、
我々としては実態として機能する規制組織の在り
方に重点を置いています。委員の選定のプロセス
の透明化、それからノーリターン・ルールについ
ては、本当にこの組織、安全にコミットをする人
材を中心とすることが重要であるということです。 

提言6は「原子力法規制の見直し」。これは、国
民の安全と健康を守るということを第一に、全体
としてそれを目的とした法体系に、見直していく
べきという提言をしています。 

提言7は「独立調査委員会の活用」。事故は継続
していることから今回の調査委員会のような委員
会を、ぜひ継続して続けていっていただきたいと
思って、この提言の7を申しあげています。 

最後、「提言の実現に向けて」。これは昨日委員
一同、国会に対して、ぜひこれを実現してほしい
ということで申し入れをしたわけでございますけ
れども、実際には、国民が目を光らせるという以
外にはないわけであります。メディアの方々も含
めて、ぜひ継続してこういう提言が実現できるの
かどうか見届けていただきたい。 

それから国会がそういう監視をするとしたら、技
術的な面のモニタリングはどうなのかということ
もございますので、それらを要約版の付録の 2に
書いております。そういう付録の 2のようなこと
が実際に行われているかどうかは、国民も監視す
る、またメディアにも監視を続けていっていただ
きたい、こういうことが委員一同の願いです。 

ひとまず終わらせていただきます。 

 

≪質疑応答≫ 

司会 はい、ありがとうございました。司会者と
して 1 つの観点からだけ、質問させていただきま
す。 

今回の報告書の最大の特徴は、やはり人災と断定
したところだと思います。我々も、うすうすそう
ではないかと思いながらも、証拠がなかった。今
回は 1,000 人にわたるいろいろ事情聴取から、い
くつかのファクトを根拠として取り出して人災と
断定した形になっております。よくぞこれだけの
ファクトをみつけ出したと思うんですけれども、
一方で、この10年間、彼らはそういうことについ
ての議論をそれしかしてなかったのかということ
にもなると思う。これだけのファクトが証拠とし
て十分なのかどうか。あるいは本来はもっと証拠
があったかもしれないけれども、この半年間では、
そこまで追いつけなかったのか。調査団として、
その辺の感想をお聞かせください。 

規制の虜について10数件の証拠 

宇田 本編の第5部に、その規制とそれから事業
者との間のやりとり等々に関して、かなり克明に、
かなりのページ数を費やしております。 

例えばまず、新しい耐震基準をつくるとき、それ
から耐震のバックチェックというのをしていこう
ということに関して、それを遅らせていった。そ
れから、シビアアクシデントは自然災害には適用
しなくてよい、というようなことがございます。
それから、プルサーマルをめぐっては、これに対
する津波評価について県に報告をしなくてもいい
のではないかということで報告しない、そういう
こともございます。 

こういうことの1つ 1つを、電気事業連合会の議
事録に書かれておるものを中心に、ヒアリングを
行い検証していきました。件数としては多分、10
数件についてそれぞれ議事録か、メモをベースに
して、その関係するヒアリングを行っております
ので、「規制の虜」ということに関して、事実関係
としては押さえられたかなと思います。本編をみて
いただけるとその辺のところが……。 

 

司会 それからもう1つ印象的なのは、まさにい
まおっしゃった、「虜」という言葉。これは単なる
癒着とか、なれ合いを超えた、要するに本来規制
すべきものが規制される対象からすべて、コント
ロールされていたという非常に強い表現です。そ
の「虜」の背景、最大の理由は、天下りなのか、
それとも情報の格差なのか、その辺、調査されて
感じたことをお願いいたします。 

 

宇田 我々も最初、「なれ合い」というようない
い方もあるかなと。「もたれ合い」とか「なれ合い」
とかですね。ただ、この関係というのは、すべて
やはり事業者側がこういうふうにしてほしいとい
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うような要望を出すと、規制側が最初は何かいっ
ているんだけれども、最終的に出てきた規制とい
うのは事業者のいうとおり、事業者が最初に要望
したとおりになっていく。これは一体何なんだ、
こういうことだったんですね。 

この「虜」というのは、1つは明らかに原子力と
いうところが、特殊なクローズドなプレーヤーで、
外からわからない。みてもわからない。よく関係
者だけでやっているんじゃないかというような話
がありますけれども、なかなか外の人からはわか
らない世界であるというようなこと、これがまず
1つございます。 

それから、知識レベルというのが、結構高いレベ
ルが必要で、その知識は、現場の中で生まれてい
くということが多いので、規制する側というのは
どうしても知識については事業者の後追いになる。
もう 1 つは原子力推進がまずベースにあって、推
進の中での安全というようなことを考えている。
これは昔、原子力安全・保安院にいらっしゃった
方とか、いろんな方にヒアリングをしたんですが、
基本的にはすべてどうやったら前に進められるの
か、ということを前提に考えていた。 

それからもう1つは、先ほど申しあげましたよう
に、原子力安全・保安院は経産省の下部というか、
1 つの機関であるところなので、あまりそこで規
制について強くいうと、どこかへ行ってしまうと
いうような、こういう圧力もあったのではないか。
やはり事業者は、監督官庁と事業者の関係という
のはより強いものがございますので、とてもとて
も規制当局、原子力安全・保安院がそれに楯突い
て、何か規制をするというような環境でないとい
うような状況が少しずつですけれども生まれて、
最後はもう完全な「虜」状態になった、こういう
ことではないかなと考えております。 

 

司会 私からは最後ですけれども、これだけの人
的災害であり、かつ「虜」にもなっていたという
認定がありますと、やはり、規制官庁のほうがど
ういう背景があろうとも、やはり相当の過失があ
ったと。この過失を認定して、最終的な責任をど
こに持っていくかというプロセスがこれから始ま
る可能性があるんですけれども、そのことについ
て、黒川委員長のご見解をお願いいたします。 

責任問題は大局的な見地から 

黒川 スリーマイルアイランドのいわゆるケメ
ニーレポートをみていると、あまりにもいまの状
況と似ている。レポートの書き方も非常に参考に
なりました。 

実は、あれ以来アメリカの場合はいろんな苦労を
乗り越えて、規制当局、それから原子力の事業者、
政府の役割というのが、自律的に、それぞれが監
視しながら、国民全体にいかにして信頼を勝ち取
るかということで、お互いに緊張感があるやり方
を自主的にやっているんです。チェルノブイリの
後には、世界原子力発電事業者協会（WANO）とい

う各国の原子力の事業者たちが連盟をつくりまし
たが、アメリカの場合は、原子力発電運転研究所
(INPO)というのをつくってお互いに監視をしなが
らやっている。 

規制当局は必要な規制をしているが、事業者はそ
れぞれがさらに優れた方向に向かうということを
自分たちでやっている。 

私は「はじめに」に書きましたが、少なくとも
1960 年ごろから日本に原子力が入ってきたとき
から、日本は経済成長を遂げてきた。それからで
きてきたのが、いわゆる自民党の一党独裁と、そ
れから産業界と、政治というか役所と、それから
メディアも学界も、すべてが一体となってきたわ
けですね。 

日本が成長してきたのは、冷戦という枠組みであ
ったんだけれども、成長から来る「自信」が次第
に「おごり」になり、「慢心」になってきた。だか
ら、規制当局と財界、財界もしかも地域独占です
から、東電なんか一番トップですよね。そういう
ところのなれ合いは、そこだけではなくて、もち
ろん政治、その献金、それからメディアも、学者
もそうです。民主党にしても政権交代が起こって
たった 1年半というところで起こったという、事
故のいろいろな背景があるわけですし、民主党に
しても、労働組合、特に電力会社の労働組合はま
た別の歴史があります。そういう大きな大局観か
らみてほしいということをいっているわけです。 

一体日本のガバナンスはどうなっているのかと
いうことを世界が疑問を投げかけているときに、
立法府がこういうことを立ち上げてくれたという
ことは、世界からみた日本の国のガバナンスその
ものについての回答を出せる 1 つの機会だったの
ではないか。私たちが国会議員にもお願いしたの
は、こういう反応を受けとめて、一歩でも進めて
ほしいということ。それを世界がみている、とい
うことです。これが一番大事なプロセスじゃない
かと、私は考えています。 

 

質問 黒川委員長に、本音でお伺いしたい。国会
の事故調というのは、ほかの事故調と比べて強い
権限があることが大きな特徴ですよね。その中で、
証人喚問を一度もやらなかった。例えば菅首相に
対して証人喚問をすることによって、水掛け論に
なったままの東電の撤退問題なども白黒はっきり
つけられたはずではないでしょうか。背景に偽証
罪というものがついていれば、どうしても本当の
ことをいわざるを得なくなる。なぜ証人喚問をや
らなかったのか、要望しなかったのか、その辺の
ところを本音でお伺いしたい。 

 

黒川 このような独立した調査委員会は、先ほど
いったように、チャレンジャーや9.11など、たく
さんあります。イギリスの場合だと、例えば、イ
ギリスでの大事件といえば狂牛病です。あれも、
イギリスは 2 度目の委員会はＥＵに、全く独立し
た世界のグローバルなコミッションをお願いして
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います。そこでは、だれがクリミナルであるとか、
証人喚問しろというような提言は出しません。そ
ういうことをするのは私たちもそうですけれども、
そういう疑いがあれば、それは国会がやる仕事な
んです。もし参考人としてだれも来ないといえば
ちょっと困ったんですけど、今回はすべての方々
が、参考人として来てくださいといったら、喜ん
でかどうかわかりませんが、みんな来ていただい
たので、そういうプロセスは必要じゃなかったと
いうことです。 

したがって、もしするのであれば、それは立法府
が証人喚問をして、議員さんがやる仕事だろうと
いうふうに私どもも解釈していますし、そのよう
な法律のたてつけになっているということです。
それは何回も質問されましたけれども、私たちは、
証人喚問するような権限は与えられていません。 

「撤退問題」には決着つけた 

質問 全面撤退問題は決着をつけられたのでし
ょうか。 

 

宇田 我々の中では、決着をつけたと思っており
ます。事実関係――これは例えばどういうことか
というと、東電のビデオ、あるいはその電話記録
とか、それから当時、そこの周辺でかかわった第
三者の方々等々に相当のヒアリングをかけており
ます。したがって、今回の問題に関しては、どう
いう話だったのかというのは、この調査の中では
結論をつけてございます。 

それ以上のものは、多分、我々自身としては何か
必要だというふうには考えていない。いま黒川先
生からあったように、もし国会の側でもっと必要
だと思えば、そういうことは国会のほうでされる
かもしれないけれども、調査としては必要ないと
判断しております。 

 

質問 いわゆる全面撤退か一部退避なのかとい
う問題は、国会事故調の結論は、官邸のほうが取
り間違っているんだというふうに判定されたと思
うんですけれども、ちょっと私は聞いていて不思
議に思ったのは、これは東電のいうとおり、余分
な人たちを一部退避させるならば、何も深夜に社
長が経産大臣や官房長官に電話を何度もかけるよ
うな話ではなくて、別にそのままやっても何も非
難を受けるような話ではないと思うんです。 

しかし、そうじゃなかったのは、東電の現場はだ
れも全員撤退と思っていなかったかもしれないけ
れども、清水社長は全面撤退を考えていたんじゃ
ないかと思うんです。そういう問題が十分あると
思うんですけれども、そういう判定はしなかった
理由がわからないのです。論点整理の段階とトー
ンが変わった印象がありますが。 

 

黒川 普通はこういうことだと、ある程度まとま
ってきたところで中間報告みたいなのを出すんで

すけれども、私どもは 6 カ月でしたので、このよ
うな委員会は初めてということで、立ち上げに猛
烈に苦労して、まとめる形がみえてくるのにも時
間がかかりました。ですから、中間よりは、ある
程度まとまったところで論点整理ということを出
していただけの話で、最初からあれが全部の論点
じゃなくて、それは一部の論点だという認識です。 

したがいまして、本編を読んでいただけると、3
月 14日の夜から 15日の朝にかけての、例えば東
電の資料とか、どこからどこに電話がどのぐらい
かかっているかというのは全部調べてあります。
加えて、いろいろな方々が、この間にたくさんの
本やレポートとか――海外からもたくさんのレポ
ートが出ていますよね、この関係のものが。それ
もみんなじゃないですけれども――かなり読ませ
ていただきました。いろんなドキュメント、ルポ、
それから新聞の特集、それがまた本になりという
ことは大変に役に立ちます。だけれども、私ども
の報告書は、ヒアリングから書いた部分もたくさ
んありますけれども、責任ある立場の人たちには
実際に皆さんの前でしゃべっていただきこれを世
界に発信しました。英語の同通もある。だから、
私たちはだれかがいったことを私たちで選択して
いるわけではなくて、その人たちがどういう人な
のかというのを世界にみてもらったうえで、その
後で、その方たちへのヒアリングなど、いろいろ
検証しています。ですから、たくさんのヒアリン
グや資料がありますけれども、他の著作とは、違
った視点でプレゼンテーションをしているという
のが1つ。 

あれはあくまでも途中の論点整理で、ファイナル
レポートは、やはり論点として 1つありますけれ
ども、違ったサイドのものも、もちろん出ている
というふうになっています。 

 

質問 清水社長自身が全面撤退と間違えて、確信
犯として思い込んでいたということはあり得るん
ですか。 

 

宇田 それはない、と我々は判断しております。
これは、東京電力において行われた議論、意思決
定や判断。それから、それの官邸側の受け取り方。
このようなあたりというのを 1つ 1つ、それぞれ
の電話でどういうふうに考えていたのかというこ
とを検証しています。清水社長自身が電話するこ
とはそんなにないのではないかということについ
てですが、このような状況の中で最終的には現場
の所長の判断ということになるかと思います。最
終的には本店ではだれを残すかということがわか
らないわけでございまして、最終の、もし退避を
するとしたらばどうかというようなことは現場サ
イドで決める。 

もしそういうことをやるとしたら、どういうよう
な体制でやるのかというような議論があったとい
うことと、実際にそういう退避の決定をしたかと
いう話は別問題でございます。 
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よく、東京電力の高橋明男フェローが、何か撤退
だといったじゃないかとか、そういうことをもっ
てして撤退を考えていたとか、いろいろそういう
議論は皆さんされるけれども、1 つ 1 つビデオの
検証、それから電話内容の検証、それからそれを
そばにいた第三者の意見と検証ということを行っ
ておりますので、それは本編のほうに書いてござ
います。我々としては、退避の決定を行ったとい
う認定はしておりません。 

ただし、清水社長は、明らかにこれは一部撤退で
あるから、というようないい方もしてない。寺坂
前院長にいわせると、撤退だとは思わなかったけ
れども、むにゃむにゃいっていて、何をいってい
るのかよく要領を得なかった、といっている。で、
むにゃむにゃしているというのは、いうことがは
っきりしてない、というようなこともあったんだ
と思います。 

ただ、官邸の側も、そのわからないときにどうし
て確認をしないのだろうかと。要するに清水社長、
海江田経済産業大臣とか関係した皆さんの意見を
聞きまして、だれも全面撤退と聞いた人は、いな
い。議事録をみていただいてもそうなんです。た
だ、清水社長からかかってきたので重たいものだ
と思ったとか、そういうようなコメントになる。
確認すればいいじゃないですかということです。
なぜそこでとまるのか。 

それからもう1つは、官邸の側では、もうわかっ
ているから電話は受けないなんていう話が中で議
論されています。でも、もし本当にそれでまずい
状況だとしたら、電話を受けなかったらどういう
ことになるのかということを、だれか考えたんだ
ろうか。むしろそういうことも問題だということ
を、議論しております。 

つまり、ああいう状況の中で、それぞれこういう
ことが起きるということ、それがまた菅総理が日
本を救った的な話にまで発展していってしまう。
やはりもうちょっと冷静に 1つ 1つみていかなけ
ればいけないのではないかと、そういうことを申
しあげています。 

 

質問 2点、お聞きします。1つは、撤退問題で
す。報告書をざっと読ませていただきました。お
そらく、東電のビデオ映像から字に起こした内容
だと思いますけれども、まあ頻繁に使われている
んですが、ところが撤退問題については、その記
録がすぽっとないんです。例えば高橋フェローが
どういったというのが、具体的な言葉で出てきて
いない。それはどういうことかなというふうに、
まず疑問を感じました。撤退問題が非常に大事な
問題だということは、この報告書で 3回も 4回も
出てきているんです。ところが、その最も大事な
テレビ会議の資料が、すぽっとそこから抜けてい
る。そこは疑問ですので答えてほしい。 

もう1つが、今回は、指揮命令系統がぐちゃぐち
ゃになったわけですけれども、僕はその一番の原
因は、原子力災害の現地対策本部じゃないかと思

う。そこが全く機能しなかった。いわゆる正規の
ルートがだめになって機能しなかったから結局、
ドミノ倒しみたいに、官邸がじたばたしてしまっ
たんじゃないかと。しかし、その現地対策本部の
検証は、報告書では 3ページぐらいしかない。例
えば現地に行かなかった官僚が 20から 30人ぐら
いかな、いるわけですけれども、なぜ行かなかっ
たかという検証もされていない。一番大事な現地
対策本部がほとんど検証されてないというのも違
和感があります。 

 

宇田 まず 1つは、そのビデオのところに、フォ
ーマットは違いますけれども、時間軸で、すべて
書いてあります。ただし、一部、音声が消えてい
るところがございます。それで、そこの音声が消
えているところについては、確認をするというこ
とで、先ほどいった電話の記録等々を使って確認
をしたところ、それらを含めて報告書の本編のと
ころには書いてあります。そういう理由でござい
ます。 

それから、もう1つの現地対策本部につきまして
は、これは、現地対策本部がなぜ機能しなかった
のかということについては報告書に記述させてい
ただいたつもりでございます。一部抜けがあると
いわれれば、そういうところがあったかもしれま
せんけれども、明らかに検証をしています。現地
対策本部が機能しなかった理由等々についても、
かなり内容的には書いたつもりでございますので、
ちょっとそこのところは、読んでいただければい
いのかなと思います。 

 

質問 高橋フェローの言葉のところは、要するに、
録音がなかったわけですね。 

 

宇田 高橋フェローのところはありました。高橋
フェローの発言に対しては、清水社長が、「いやい
や、そういうことはまだ決まってないですよ」と
いう、たしなめるような会話があったと覚えてお
りますので、そこのところは、ビデオからとって
おります。 

吉田所長からも聴取済み 

質問 2点、ちょっとお聞きしたいことがありま
す。まず 1点目、黒川委員長にお聞きしたい。今
回の報告書では、アカデミーの存在についての考
察がなされてないようなのですが、チャレンジャ
ー事故を黒川委員長も挙げていますけれども、ア
メリカなどでは、必ずアカデミーの存在が前面に
出てくるんですが、今回、こういったことはあま
り調査報告に関してもなかったと記憶しておりま
す。日本では、アカデミーは不在であるのではな
いかと思えるぐらいなのですが、これについて、
黒川委員長、どうお考えかということ。 

もう1点。一番大事な人の直接聴取ができていな
いというのが非常に不満です。吉田昌郎前所長で
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すね。病気ということで、多分、政府事故調から
の聴取の内容をもらったというふうに聞いていま
すが。 

 

黒川 アカデミーについてですが、アメリカでは、
アカデミーというのはケメニーのことをいわれた
のですか、いま。つまり、ナショナル・アカデミ
ー・オブ・サイエンスというのが1863年にできて、
その後にエンジニアリングが足されて、その後に
メディシンが足されて、そこからナショナル・リ
サーチ・カウンシルがあります。そこに、いろん
な議会や何かが、こういう委員会をやりましょう
ということを頼んでくるから、そういう名前にな
っているのかもしれないですけれども。 

私は前から、アカデミズムの縦割り構造には批判
的です。学術会議の会長のときは、大分それをい
いましたよ。「もっと社会へ」とか「陳情学者」と
か。自分たちの業界に対してクリティカルなこと
をもっともっといって広げていかなくては社会へ
の責任は果たせないと。 

だから、そういう意味では、お互いにさっきいっ
たようなアメリカの原子力発電運転研究所(INPO)
もそうですけれども、そういうことをやっていこ
うという人たちが出てくる、お互いに自分たちを
向上させる努力がそれぞれのまず業界でなされて
なければ始まらない、という話をしているだけで
す。今回の、例えば原子力の委員であれば、学術
会議に第一次の候補者の「推薦をお願いします」
みたいな話が出てくるのが普通だと思うのですけ
れども、そういうプロセスがいままでほとんど機
能してないというところが、私は不満だなという
ことを常にいっているわけです。みんな立場上そ
ういうことはいいませんけれども、そういうプロ
セスをぜひ、日本の業界もそうですし、産業界も、
ジャーナリズムも、お互いに世界の中でどれだけ
自分たちが信頼されるグループなのかということ
を自覚し、恒常的に進めていくことが一番大事だ
と思っています。 

立法府からこういうことが出たというのは、これ
は大事なプロセスですので、ぜひ皆様と、そのプ
ロセスの意味を共有しながら、国民が、立法府が
行政府をチェックするというのには非常に大事な
プロセスだなという話が一歩ずつ進んでいくとい
いなあ、というのが一番のメッセージとして私は
認識したということです。 

 

宇田 吉田所長は直接ヒアリングをしておりま
す。委員長もしておりますし、私もしております。
それの内容につきましては、吉田所長ヒアリング
ということで、本編の中に、多分 4カ所だと思い
ますけれども、かなりの引用をしております。 

それから、先ほどおっしゃっていましたけれども、
きのう私、ブリーフィングのときにもお話をした
んですけれども、政府の事故調でも随分ヒアリン
グをしているんです。そして、吉田所長のところ
にお伺いしたときにおっしゃっていただいたのは、

自分は政府事故調に大量のインタビューをされて、
ヒアリングをされた。だから、入手をして読んで
くれといわれました。 

吉田所長にその場で了解をもらいました。最終的
には吉田所長の膨大なヒアリングというのも、政
府事故調のほうからも出していただきました。そ
れは、すべて目を通しました。我々が 1時間半ぐ
らいだったと思いますけれども、直接聞いたこと
と、大きな齟齬(そご)がないということを確認の
うえ、我々のインタビューのものを報告書に載せ
たということでございます。 

立ち入り調査権を持つ組織の設置を 

質問 東京電力、それから電事連、業界を 38年
間ウオッチしてきた者としまして、「規制の虜」に
ついてだけちょっと質問したいと思います。 

その前に、資料集と本編というのは、インターネ
ットでダウンロードできるようにするだけでなく、
ぜひこれを政府刊行物として刊行していただきた
い。 

「規制の虜」というのは、ぜひいっていただいて
よかったと思うのです。「規制の虜」にするために
日本的な手練手管を使っているわけですね。1 つ
は、金と人事とマスコミ対策、それから学界対策
なんですけれども、金については政府献金をやめ
ているんですが、実際は関連会社を通じてもやっ
ていますし、それから個人献金は総務が集めてや
っている。しかもボーナスに上乗せしている。そ
れが現実なんですが、そういう対策を盛り込んで
いるかどうか。 

人事については、経産の天下り、それから高級官
僚及び国会議員の子弟を、あるいはマスコミの子
弟を東電に入れる。電力業界に入れる。こういう
ものも規制を提案していただかなければいかんと
思うんですね。 

それから、マスコミ対策では、テレビ会社の株、
新聞社の株を電力会社は持っています。なおかつ、
これは円滑な業務遂行のためといっているんです
けれども、それも規制しなきゃいけない。 

それから学界に対しても、お金丸抱えで、原子力
安全委員会委員長、みんなお金をもらっているわ
けですね。だから、これも提言の中に具体的に入
れていただいて、国会で規制しなければいかん。
そうしないと、組織的に「虜」をやめても、実際
に日本的な手練手管でもってやっている。その辺
はどういうふうに書かれているのかのでしょうか。 

 

宇田 いまおっしゃったようなことは、特に書い
てございません。お金でいくら払っているとか、
それから子弟の問題とか、多分、本等々でもうい
ろいろ書かれているところもあると思います。 

我々が検証すべきところ、どこまでこの時間の中
でできるかということで、主に事故に関係すると
ころ、その規制する側が取り込まれた、それによ
ってこの事故に直結したというところを中心に今
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回やっておりますので、それ以外で、相当いろん
なことがあるんだろうなというふうには思います
けれども、それは直接タッチはしておりません。 

ただし、今回の提言 4に書いたんですけれども、
電気事業者のガバナンスを監視するような、立入
調査権を持った組織というようなものを国会主導
でつくったらどうだろうかというような提言はし
ております。 

それはどういうことなのかというと、いま、ちょ
うどおっしゃっていただいたようなことも含めて、
監視をする、あるいは立入調査をする、段ボール
を持っていくというようなことがあるような組織
があってもいいんじゃないかというようなことか
ら申しあげています。ただ、我々としては事故調
査のところに集中をしたと、こういうことでござ
います。 

 

黒川 きのうのダウンロードの件は、すみません。
きのうは、たくさん来るのはわかっていたので、2
つ別のサイトも出しましたが、あまりにもダウン
ロードのリクエストが多かったのです。出版物に
ついては、これも国会初ですので、私たちの版権
は公的なものですのでなくていいんですけれども、
どういうふうに出版するかというのも、私たちが
決めることではなくて、一応、国会のほうにお願
いしてあります。できればそういうふうにしたい
と思っています。 

このことは、国会議員にどんどん要望してくださ
い。それが一番いいと思います。 

自治体が「虜」にならないためには？ 

質問 委員長にお伺いしたい。原子力行政の主役
というのは、いわゆる規制官庁と、電力会社と、
もう 1 つ、立地自治体、地方自治体があると思い
ます。私が読んだ感想ですと、この福島県の事故
対応の問題点というのを明確に記したというのも
国会事故調の特徴ではないかと考えております。 

それをみますと、いろいろ問題点が個別のものは
ありますけれども、いわゆる「虜」という関係の
中で、立地自治体はどのように原子力行政に向き
合ってくればよかったんでしょうか。また、「虜」
の関係はいまでも続いております。もし日本のほ
かのところで――想像したくありませんが――事
故が起きた場合には、ほかの都道府県、市町村も
いや応なく事故に巻き込まれます。今回の事故調
の調査を通じて、立地自治体はどのように向き合
っていけばいいのか、ということをお聞かせいた
だければと思います。 

 

黒川 はい、ありがとうございました。これも、
福島以後、たくさんこのことに関する書物が出て
きております。そういう意味では、歴史的な背景
もありまして、これなどは明らかに電源三法、そ
のようなことによって立地に対していろいろな条
件が出てくるというような話になっていますね。

それが例えば、開沼博さんのような『「フクシマ」
論』といった本とか、いろんな話で明らかになっ
ています。私たちは、どこにフォーカスするかと
いうのはかなり議論しておりますが、議論しなか
ったことは、こういうことをしませんでしたとは
っきり書いてあります。 

そういうわけで、これはおっしゃるとおりのこと
で、電源三法による地元に有利ないろんなお金を
やる政府の強さ、それをどういうふうにはね返す
のか。もうちょっと立地の範囲を広くするのか。
もう1つ根本的なことは、1950年代から原子炉を
入れるときに、日本とアメリカとの実力の差が圧
倒的にありましたから、福島の第一原発はまるご
とＧＥにつくってもらったという木川田一隆さん
の話とか、いろいろ出ていますね。 

そういう時代から地震の学問が進み、いろんなこ
とをやった後に、世界もいろんな洪水とか地震と
かテロがあって、この原子炉という、非常にエネ
ルギーがすごく強いものをどうやって人が制御す
るかというのでみんな苦労しているわけです。だ
から、それについて、常に起らないように起こら
ないようにする方策を世界が共有し、整備してき
ているわけです。先進国、イギリスもフランスも
アメリカも、スウェーデンなんかもそうですけれ
ども、基本的に、もし起きたときにどうするかと
いうのは、国民の安全が一番大事だということを
法律の根本にしているわけです。 

しかし、日本では、それがいままでなかったわけ
ですよ。原子力基本法をみていればわかると思い
ますけれども、日本の「安全」は、あくまでも、
原子炉の安全という意味なんですね、あれは。だ
から、大事故は想定していないというわけで、今
度の原子力基本法第 2条は少し変わったと思いま
すけれども、国民の安全、つまり何か起きたとき
に、どうやってシビアアクシデントを防ぐのか、
そのシビアアクシデントがあったときに、どうミ
ニマイズするのか、どうやって住民を避難させる
のか、というところから始まっているのに、立地
指針そのものが、昔は、アメリカのものをそのま
ま入れて、日本に合うように、条件を変えてある
わけです。それを見直していないので、法改正が
必要である、ということを第 6 部に入れている。
そういうところを指摘しています。 

 

質問 いま、委員長のおっしゃったように、この
調査委員会は国会にあるわけですから、まず立法
についていろいろ注文していただきたい。そうす
ると、原子力規制委員会法なるもの、それから原
子力規制庁なるもの、そういったものが着々と進
んでおりますけれども、それについて、委員会あ
るいは委員長として意見を述べる機会があったの
でしょうか。あるいは、今後、そういうことにつ
いて意見をお述べになるのでしょうか。 

 

黒川 これは国会ですから、国会に出す形は何な
のかということをかなり考えて、このような形に
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出させていただいているのです。この「7 つの提
言」について、きのうも、国会ができるだけこれ
を前向きに、常にこれをさらに実行しながらよく
していくという努力をたゆまずやってくださいと
いいましたが、国民の声が広がらないとなかなか
国会議員はやらないかなというのもある。もう 1
つ、私どもは皆さんを介して国民のそういうよう
な気持ちを国会議員に届けてもらいたいなと思っ
ております。 

 

司会 政府の立法措置に対する、何か機会はなか
ったんですね。 

 

黒川 それはわかりませんが、私どもがいろんな
原子力安全・保安院の方とか大臣とか、いろんな
方をみていますから、おそらく政府はウオッチし
ています。そういうことからいうと、向こうが何
か反応しながらいろんなことをやっているなあと
いうのは直接検証したわけではありませんが、先
へ先へと少し動いているなというのはわかりまし
た。 

民主主義のプロセス見せたい 

司会 では最後、3人の質問をまとめて聞きます
ので答えていただきます。 

 

質問 きのうのブリーフィングで質問が出て、記
者会見ではお答えがなかったのですが、この国会
事故調にはいくらの予算がかかったか。つまり、
その報告書は、それだけの重みのあるものという
のを知りたい。 

 

質問 やはり、この本編を読みたいのですが、ど
うしたら手に入るのでしょうか。 

 

質問 菅首相からの聴取をピークとして、たくさ
んの報道がこの国会事故調についてなされました。
大変評価したものもあれば、もう一方、あんたた
ちは一体どういう立場なのだと、菅首相の揚げ足
取りみたいな質問ばかりしているじゃないかとい
う、そういう批評もありました。さまざまの報道
とか評論に対しまして、いまマスコミとはこうい
うものかという一言があれば伺っておきたいと思
います。 

 

黒川 予算ですけれども、いま、計算していると
ころです。それは私、まだ知りませんので、きの
う返事しなかったのですが。 

 

司会 おおよそというのはあるのですか。 

 

黒川 ちょっと私、あまり捕捉していません。国
会としては、14～15億の予算をつけたんだと思い

ます。初めてなことなので、いろんな計算から積
算してこのぐらいのことをするだろうという人件
費その他がありますが、それは非常に使いにくく
なっておりまして、それは時々国会職員とやりま
したけれども、最終的には、そのコストというの
は出てくると思います。 

 

司会 予算には満足されました？ 

 

黒川 金額より、プロセスなどがちょっとわから
なかったですね。国会側も我々もお互いに初めて
だったので、苦労しました。 

2番目は、本編ですけれども、ウェブサイトでダ
ウンロードできるようになっていますが、きのう
は突然アクセスがブワーッとふえたので、ご迷惑
をかけたと思います。しかも、これだけ分厚いで
すので、それにものすごく時間がかかったと思い
ます。 

報告書の公表措置をとるのは議長ということに
法律上なっているので、今、この印刷物を何らか
の格好で出版したいという話を国会側と行ってお
ります。きょうもたくさん事務局に電話がかかっ
ておりますけれども、そういう方たちにも、私た
ちだけではなくて、できるだけ皆さんの地域の国
会議員に電話をするなりして、これを出版するよ
うにしてくれというふうにどんどんやってくださ
い、というふうにいってあります。それが大事な
プロセスだと思います。 

3番目。菅首相その他についてのクリティカルな
ことは知っています。しかし、それはこの16カ月
でたくさんの出版物ができました。たくさんの出
版物が、いろいろ書いておりますけれども、それ
ぞれが意味のあることだと思います。だけど、そ
のインタビューによるというのは、政府の聴取も
そうですけれども、公開されていません。そうす
ると、書いた人の意図的なストーリーに沿ってい
るということもあるので、私どもは菅首相とかそ
ういう人たちに公開で話を聞きました。私たちは
時間が限られた中で、しかも、私たちはそういう
問いかけのトレーニングを受けてるわけではない
ので、みんながわかっていることばかり聞いてい
るんじゃないかという話は記者会見で随分いわれ
ました。だけど、私たちは、あれを公開で、しか
も英語でも出して、それにああいう人たちがどう
いう返事をして、どんな表情をしたのかというこ
とをみてもらって、それを皆さんが評価してくだ
さい、という意味で出している。私どものスキル
とか、時間の制限からいうと、いろんな不満はあ
ると思いますけれども、少なくとも皆さんがどう
思うか世界に公開していることがすごく大事なプ
ロセスだと思ってやりました。 

 

司会 はい、ありがとうございました。以上で質
疑は終わります。黒川委員長、何か一言、おっし
ゃりたい話があるようで、どうぞ。 
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黒川 ジャーナリズムの皆さんに来ていただい
て、本当にありがとうございました。 

去年の1年前もそうですけれども、ぜひメディア
の方々が、国会における憲政史上初の調査委員会
というものは一体何だったのか、その結果はどう
いうふうに評価されるのか、これをメディアとし
て国民の間で共有していただきたい。この提言の
7 つが一歩一歩立法府で確実に実行されるように
なって欲しい。立法府として、やはり行政府その
他についての監査なり、そのチェックをできるよ
うな三権分立のデモクラシーの機能を強化してい

ってほしい。そのプロセスを世界にみせることこ
そが私たちの役割だったのではないかと思います。
ぜひ国内の民意についても、そういうことを広げ
ていただければ本当に幸せだと思いますし、私ど
もがこの半年でやってきたことの 1つの成果とし
て評価されるかなと思っております。よろしくお
願いいたします。ありがとうございました。 

 

司会 ちなみに、揮毫していただいたのは、「新
しい日本への第一歩」というお言葉でした。きょ
うはこれで終わらせていただきます。 

 
 


